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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

中間連結会計期間
第67期

中間連結会計期間
第66期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 （千円） 1,266,069 1,258,851 2,327,855

経常損失（△） （千円） △99,766 △44,249 △280,587

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）
（千円） △118,493 △18,581 △360,417

中間包括利益又は包括利益 （千円） △161,552 52,386 △327,408

純資産額 （千円） 1,207,192 1,049,332 1,041,334

総資産額 （千円） 3,540,254 3,697,180 3,238,927

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △26.70 △4.19 △81.23

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.1 28.4 32.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 142,711 △202,378 466,350

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △17,965 △18,027 △136,059

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △219,689 369,154 △401,910

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 290,459 464,112 315,170

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　第66期中間連結会計期間、第67期中間連結会計期間及び第66期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として中間連結財務諸表に基づいて分析した

ものであります。なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断し

たものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の持ち直しを背景に緩やかな回

復基調で推移いたしました。一方で、継続的な物価上昇、為替相場の変動、海外経済の不確実性及び地政学的リ

スクの高まりなどにより、先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間における売上高は12億５千８百万円（前年同期比

0.6％減）となりました。利益面につきましては、営業損失３千６百万円（前年同期は営業損失９千万円）、経

常損失４千４百万円（前年同期は経常損失９千９百万円）、親会社株主に帰属する中間純損失は１千８百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失１億１千８百万円）となりました。

　セグメントの経営成績は次のとおりであります。

　輸送用機器事業につきましては、国内及びベトナムの子会社YAMAZAKI TECHNICAL VIETNAM CO.,LTD.における

二輪車量産部品の販売は減少したものの、国内における四輪自動車用量産部品の販売は増加したことにより、売

上高は７億１千２百万円（前年同期比2.0％増）となりました。また国内における人件費および光熱費等の高騰

によるコスト負担の増加やベトナムの子会社における販売減少に伴う利益の減少により、営業利益は３百万円

（前年同期比89.4％減）となりました。

　工作機械事業につきましては、専用工作機械の販売が減少し、売上高は５億５千６百万円（前年同期比3.8％

減）、営業損失は４千万円（前年同期は営業損失１億２千４百万円）となりました。

 

②　財政状態

（資産）

　総資産は、36億９千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億５千８百万円の増加となりました。

　流動資産は、18億３千万円となり、前連結会計年度末と比較して３億９千３百万円の増加となりました。これ

は主に、電子記録債権が減少したものの、現金及び預金、仕掛品、受取手形及び売掛金が増加したこと等による

ものです。

　固定資産は、18億６千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して６千４百万円の増加となりました。これ

は主に、有形固定資産が減少したものの、投資その他の資産が増加したこと等によるものです。

（負債）

　流動負債は、19億９千７百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億７千３百万円の増加となりました。

これは主に、短期借入金が増加したこと等によるものです。

　固定負債は、６億５千万円となり、前連結会計年度末と比較して２千２百万円の減少となりました。これは主

に、長期借入金が減少したこと等によるものです。

（純資産）

　純資産合計は、10億４千９百万円となり、前連結会計年度末と比較して７百万円の増加となりました。これは

主に、親会社株主に帰属する中間純損失の計上及び配当金の支払により株主資本は減少したものの、その他有価

証券評価差額金が増加したこと等によるものです。

　自己資本比率は、前連結会計年度末の32.2％から28.4％となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フロー（支出）は、２億２百万円（前年同期は１億４千２百

万円の収入）となりました。これは主に、棚卸資産の増加額等が減価償却費等を上回ったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フロー（支出）は、１千８百万円（前年同期は１千７百万円

の支出）となりました。これは主に、定期預金の預入による支出等が定期預金の払戻による収入等を上回ったこと

によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フロー（収入）は、３億６千９百万円（前年同期は２億１千

９百万円の支出）となりました。これは主に、短期借入金の純増加額等によるものです。

　以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、４億６千４百万円となりました。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を

判断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額はありません。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,703,000

計 15,703,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,579,000 4,579,000

福岡証券取引所

（本則市場）

札幌証券取引所

（本則市場）

単元株式数は100株であ

ります。

計 4,579,000 4,579,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2026年６月26日

（注）１
－ 4,579,000 △472,195 500,000 － 13,311

2026年６月26日

（注）２
－ 4,579,000 － 500,000 4,437 17,748

（注）１　2026年６月26日開催の第66期定時株主総会の決議に基づき、資本金472,195千円を減少しております。この

結果、資本金の残額が500,000千円となり、減少した資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えており

ます。

２　資本剰余金からの配当に伴う資本準備金の積立であります。
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

山﨑好和 浜松市中央区 986 22.23

大同興産株式会社 浜松市中央区有玉北町489－23 685 15.44

真栄会 浜松市中央区有玉北町489－23 447 10.08

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１丁目10 198 4.46

共通物産株式会社 千代田区麴町５丁目5-1 172 3.88

ヤマザキ従業員持株会 浜松市中央区有玉北町489－23 130 2.95

株式会社SBI証券 港区六本木１丁目６番１号 84 1.91

共有株式会社 千代田区麴町５丁目5-1 64 1.45

柳田武男 枕崎市 41 0.93

静岡キャピタル株式会社 静岡市清水区草薙北2-1 41 0.92

計 － 2,851 64.25

（注）　上記の他、自己株式が141千株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 141,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,433,100 44,331 －

単元未満株式 普通株式 4,100 － －

発行済株式総数  4,579,000 － －

総株主の議決権  － 44,331 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,000株（議決権10

個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ヤマザキ

浜松市中央区有玉北町489－

23
141,800 - 141,800 3.10

計 － 141,800 - 141,800 3.10

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 795,917 973,966

受取手形及び売掛金 285,768 407,632

電子記録債権 81,699 26,928

製品 43,703 49,973

仕掛品 120,009 253,005

原材料及び貯蔵品 76,517 90,960

その他 39,677 34,783

貸倒引当金 △7,183 △7,183

流動資産合計 1,436,109 1,830,067

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 223,033 218,482

機械装置及び運搬具（純額） 318,628 343,339

リース資産（純額） 138,691 132,548

土地 779,910 779,910

建設仮勘定 39,730 4,006

その他（純額） 10,617 10,280

有形固定資産合計 1,510,610 1,488,566

無形固定資産 14,441 14,352

投資その他の資産   

投資有価証券 218,280 304,545

その他 75,754 75,917

貸倒引当金 △16,268 △16,268

投資その他の資産合計 277,766 364,194

固定資産合計 1,802,818 1,867,113

資産合計 3,238,927 3,697,180

負債の部   

流動負債   

買掛金 116,546 152,052

短期借入金 1,194,974 1,661,594

リース債務 16,325 16,473

未払法人税等 5,758 8,468

賞与引当金 48,689 55,325

受注損失引当金 10,071 2,217

その他 131,768 101,165

流動負債合計 1,524,134 1,997,296

固定負債   

長期借入金 287,535 242,583

リース債務 126,498 118,224

退職給付に係る負債 151,910 154,547

長期未払金 20,326 20,326

資産除去債務 41,192 42,595

その他 45,997 72,274

固定負債合計 673,459 650,551

負債合計 2,197,593 2,647,848
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 972,195 500,000

資本剰余金 195,114 361,243

利益剰余金 △180,595 62,517

自己株式 △85,055 △85,070

株主資本合計 901,658 838,689

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 96,479 156,209

為替換算調整勘定 43,196 54,433

その他の包括利益累計額合計 139,676 210,643

純資産合計 1,041,334 1,049,332

負債純資産合計 3,238,927 3,697,180
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上高 1,266,069 1,258,851

売上原価 1,110,162 1,013,244

売上総利益 155,907 245,607

販売費及び一般管理費 ※１ 246,668 ※１ 281,748

営業損失（△） △90,761 △36,141

営業外収益   

受取利息 5,351 6,328

受取配当金 2,859 3,461

その他 3,621 2,442

営業外収益合計 11,832 12,231

営業外費用   

支払利息 18,029 19,931

為替差損 2,808 125

その他 － 283

営業外費用合計 20,838 20,340

経常損失（△） △99,766 △44,249

特別利益   

固定資産売却益 149 27,783

特別利益合計 149 27,783

特別損失   

固定資産除却損 0 21

事業構造改善費用 ※２ 15,950 －

特別損失合計 15,950 21

税金等調整前中間純損失（△） △115,567 △16,487

法人税、住民税及び事業税 3,051 2,350

法人税等調整額 △125 △257

法人税等合計 2,926 2,093

中間純損失（△） △118,493 △18,581

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △118,493 △18,581
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

中間純損失（△） △118,493 △18,581

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 21,526 59,729

為替換算調整勘定 △64,585 11,237

その他の包括利益合計 △43,058 70,967

中間包括利益 △161,552 52,386

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △161,552 52,386
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △115,567 △16,487

減価償却費 58,490 61,655

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,087 6,400

受注損失引当金の増減額（△は減少） △37,381 △7,854

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,025 2,472

受取利息及び受取配当金 △8,211 △9,789

支払利息 18,029 19,931

為替差損益（△は益） △636 △6,984

固定資産売却損益（△は益） △149 △27,783

固定資産除却損 0 21

売上債権の増減額（△は増加） 25,677 △64,407

棚卸資産の増減額（△は増加） 205,507 △151,207

その他の資産の増減額（△は増加） 3,214 819

仕入債務の増減額（△は減少） △12,768 34,390

前受金の増減額（△は減少） － △12,614

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,466 △23,275

未収消費税等の増減額（△は増加） 630 447

その他 7,124 7,900

小計 168,538 △186,365

利息及び配当金の受取額 6,905 6,348

利息の支払額 △17,972 △20,860

法人税等の支払額 △14,842 △3,063

法人税等の還付額 83 1,563

営業活動によるキャッシュ・フロー 142,711 △202,378

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △104,125 △113,760

定期預金の払戻による収入 110,075 92,828

有形固定資産の取得による支出 △39,991 △31,018

無形固定資産の取得による支出 △920 △1,998

有形固定資産の売却による収入 150 28,120

貸付金の回収による収入 7,800 7,800

保険積立金の解約による収入 8,758 －

その他 286 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,965 △18,027

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △19,998 △28,332

配当金の支払額 △44,372 △44,372

リース債務の返済による支出 △5,319 △8,126

自己株式の取得による支出 － △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △219,689 369,154

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,840 193

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △97,784 148,942

現金及び現金同等物の期首残高 388,243 315,170

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 290,459 ※１ 464,112
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

役員報酬 27,872千円 59,591千円

給料及び手当 79,790千円 78,089千円

賞与引当金繰入額 12,982千円 14,329千円

退職給付費用 3,025千円 1,675千円

 

※２　事業構造改善費用

　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

ベトナム連結子会社YAMAZAKI TECHNICAL VIETNAM CO.,LTD.の事業内容見直しに伴う人員最適化に伴う

特別退職金6,859千円及び製造設備の減損損失9,091千円であります。

 

　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

該当事項はありません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 719,373千円 973,966千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △428,914千円 △509,854千円

現金及び現金同等物 290,459千円 464,112千円

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 44,372 10.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 44,372 10.00 2026年３月31日 2026年６月29日

その他

資本剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。
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３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2026年６月26日開催の第66期定時株主総会決議に基づき、資本金のうち４億７千２百万円を、その

他資本剰余金に振り替えております。

　また、会社法452条の規定に基づき、その他資本剰余金を２億６千１百万円減少させ、同額を繰越利益剰余

金に振り替え、欠損填補を行っております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 輸送用機器事業 工作機械事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 698,038 568,031 1,266,069 － 1,266,069

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 9,969 9,969 △9,969 －

計 698,038 578,001 1,276,039 △9,969 1,266,069

セグメント利益又は損失

（△）
33,375 △124,953 △91,577 816 △90,761

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 輸送用機器事業 工作機械事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 712,160 546,691 1,258,851 － 1,258,851

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 9,411 9,411 △9,411 －

計 712,160 556,102 1,268,263 △9,411 1,258,851

セグメント利益又は損失

（△）
3,523 △40,591 △37,067 926 △36,141

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）
 

 報告セグメント
合計

 輸送用機器事業 工作機械事業

日本 431,535 466,221 897,757

ベトナム 266,503 65,632 332,135

その他 － 36,177 36,177

顧客との契約から生じる収益 698,038 568,031 1,266,069

外部顧客への売上高 698,038 568,031 1,266,069

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：千円）
 

 報告セグメント
合計

 輸送用機器事業 工作機械事業

日本 449,395 521,020 970,416

ベトナム 262,764 10,533 273,298

その他 － 15,137 15,137

顧客との契約から生じる収益 712,160 546,691 1,258,851

外部顧客への売上高 712,160 546,691 1,258,851

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純損失 26円70銭 ４円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（千円） 118,493 18,581

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

（千円）
118,493 18,581

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,437 4,437

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月13日

株式会社ヤマザキ

取締役会　御中

 

アーク有限責任監査法人

浜松オフィス

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 村本　大輔

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　是人

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマザ

キの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヤマザキ及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
  
（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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